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要　　　約

Ⅰ　調査対象地域の現状Ⅰ　調査対象地域の現状Ⅰ　調査対象地域の現状Ⅰ　調査対象地域の現状・問題点・問題点・問題点・問題点

シレ川中流域はマラウイ国最大の都市ブランタイヤ市の北部に位置し、都市近郊農村として労

働力や農林産物の供給基地となっている。1980 年代半ばから人口圧が高まるとともに薪炭材の

過伐及び急傾斜地まで耕す過度な開畑が、気候の乾燥化と相俟って流域の荒廃化を加速している。

このまま荒廃化が進行すると僅かに残っている２次林、薪炭採草地が数年で裸地に帰することは

必定と考えられる。植生被覆の激減により土壌の侵食流亡が助長され、耕地の作物養分の損失と

同時に河川への堆積により河岸の崩壊やダム貯水容量の減少などの弊害が生じ、また井戸の涸渇、

乾期の河川表流水の早期涸渇など長期的な悪影響が出始めている。

地域の社会経済的特性については調査地域全体で 27 ヶ村について実施した社会経済条件概況

調査、及びモデル地区の村落インベントリー調査と 3 ヶ村の簡易農村調査から地域の抱える主要

な問題として以下の事項が確認された。

－ 多数の住民が止むを得ず薪や炭を売る結果、薪材が涸渇し、裸地が広がっている。極貧農家

の保有地は狭隘なため薪採取用樹林を育てる土地が無く、盗伐が発生する。

－ 人口が増え、食料や薪の生産が消費に追い着かない。肥料が高価で購入利用できない状態で

狭小化を辿る耕地に連作、無肥料栽培を続ける結果、生産が低下する。

－ 都市が近郊農村に提供する雇用が不況で減る一方、南部では農地が住宅地に変わりつつあり、

戸当たり農地面積が狭小化し、農村の貧困が加速化している。

農村の貧困は人口圧、天水依存の原始的農法を始め多くの原因が重なって生じたものであり、

林産物はいままで不作時の収入源として頼みの綱であったがために乱伐され枯渇寸前に到ってい

る。しかし、薪は住民自身にとっても日常生活に不可欠な光熱源であり、環境破壊の償いをせざ

るを得ない段階に差し掛かっており、村のリーダー達も最近この対策の必要性を認識し始めてい

る。

本調査実施の端緒となった土壌流亡と河川への堆積について、現地調査及び流亡土量の試算を

行い、試算結果の検証を代表地点で行った。SLEMSA の予測方式を用いたエロージョンハザー

ド試算結果では、下記の理由で年間侵食土量は ha当たり 6～7トン程度に留まっている。

－ 現在普及しつつある箱型畝立て耕作による耕土流亡抑制効果が認められる。

－ 地域のかなりの部分が準平原的平坦地形で占められる。

－ Lunzu 川には Chileka 湿原が、また Lilangwe 川には Chitera 湿原が数千 ha 規模で最上流部に

位置し、堆積作用によって下流への土砂流出を軽減している。

しかし、今後土地の乾燥化が進行すれば砂質土壌の傾斜地で水食・風食による侵食量の増加が

懸念される。湿原土壌が肥沃なことから侵食による耕地表土から作物養分の流失が確認され、農
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家にとっても今後箱型畝立て耕の普及等に加え抜本的土壌侵食抑制対策が必要とされる。

Ⅱ　森林復旧Ⅱ　森林復旧Ⅱ　森林復旧Ⅱ　森林復旧（流域保全）計画（流域保全）計画（流域保全）計画（流域保全）計画（（（（M/P）の概要）の概要）の概要）の概要

(a)　提案される対策

上記の問題の解決策としては自給生産の増大・安定化と環境保全の両立が可能な対策しかない。

この条件を満たす流域保全対策としては以下の短、中、長期の段階的対応策が考えられる。

１） 過度に開墾された農地の保全と木炭・薪の販売に代わる収入創出活動の振興が急務である。

このため、１）及び２）への対策としてアグロフォレストリーの導入・普及を図り、作物

養分の補給、土壌流亡防止と薪補給を同時に行う。消費面での対策としては改良かまど導

入で資源節約を図る。上記３）の対応としては生計向上事業を賦活化する。

２） 土壌流亡が緩和される中期的時点で、本格的に戸別、村有林の更新・拡大と社会基盤施設

整備に着手する。上記１）の対策のうち貧困農家対策としては村長が未配分地を村落林造

成に提供し、住民が労力提供を行って最低限の薪を村内で自給せざるを得ない。このため

住民の組織化を通じた参加型事業により、苗畑の造成及び管理運営、植林・保育作業を受

益村民の手で行う。

３） 長期的に家族計画などによる人口対策、流通整備を通じた商品経済への移行対策が必要で

ある。また、周期的に、頻繁な萌枝採伐のため樹勢が疲弊し、年間蓄積が低下した自家周

辺の戸別薪材樹林を更新し、あるいは樹林地を拡張して将来の自家用薪を持続的に確保す

る必要があり、このためにも村営の苗畑を造成管理、利用する。

時系列的には、80年代から加速化した流域の荒廃を短期的（今後５年程度）に歯止めを掛け、

中期的（2010 年を目途）に植生被覆を減少から増加に転じ、長期的（2020 年頃まで）に木質資

源の生産・消費の均衡維持を達成する努力を行う。

流域保全に必要・実施可能な森林復旧計画の事業内容としては以下のことが考えられる。

(ア) 保全技術の普及・啓蒙と住民参加による天然資源管理計画の策定

(イ) アグロフォレストリー苗畑の設置及び養苗、植栽の普及

(ウ) 住民参加による村落林の造成、利用及び維持管理

(エ) 荒廃かつ不足している戸別薪採取用樹林の更新、造成及び拡大

(オ) 農業及び商業、加工分野の生計向上対策、資源節減方策の普及・強化

(カ) 住民組織形成・機能強化と環境保全通念の普及・定着化
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(b)　ゾーニングと各ゾーンの特性及び適用すべき対策

地域内の自然、気候及び社会経済的立地条件は場所により異なるので、どこでいかなる対策事

業を行うべきかを明確にするためのゾーニングを行った。住民生活に影響を及ぼす要因、環境・

立地的因子 10 項目をゾーニング区分の根拠として調査地域全体を５つのゾーンに区分し、それ

ぞれに対策実施上の緊急度、必要な事業コンポーネントを検討した。区分した各ゾーンの特徴、

問題点とそれらに対応する重点対策はつぎのとおりである。なお、市街化区域以外のすべてのゾー

ンで優先度が高く、表中に表示してないが最重点対策である。

ゾーン 特　徴　及　び　問　題　点 重　点　対　策　及　び　優　先　度

A 湿潤気候、都市化の進行、高人口圧、薪不足 水源地砂防・再植林＞市街化区域の緑地造成

B 半乾燥気候、人口圧・耕地化加速、薪不足 耕地内植生被覆回復＞村落林造成＝河畔侵食防止

C 中間的気候、人口圧、傾斜面耕作、水不足 土壌侵食防止＞耕地内植生被覆回復＝水源林造成

D 湿潤気候、ｴｽﾃｰﾄ残存・住民利用地の劣悪条件 土壌侵食防止＞村落林造成＝河畔侵食防止

E 半乾燥気候、人口希薄、市場から遠隔、水不足 村落林造成＞薪材収奪で荒廃した丘腹林の再植林

森林復旧計画の主要事業コンポーネントの調査地域全体における短、中、長期的対策要実施面

積は作成した森林復旧計画図に基づき下表のように試算される（調査地域面積は 66,700 ha）。

主要ｺﾝ

ﾎﾟｰﾈﾝﾄ

平坦農地上の

ｱｸﾞﾛﾌｫﾚｽﾄﾘｰ

傾斜畑での

ｱｸﾞﾛﾌｫﾚｽﾄﾘｰ

果樹畑及び

竹林の造成

河畔林を含む

村落林の造成

低湿地の野菜

畑の高度利用

既存樹林地

の更新・拡

張

戸別薪材用樹林

地の更新、拡張

主要

ゾーン
B, E, C C, E, B B, D C, D, B D, B E, B, D B, E, C, D

面積 ha 10,400 5,900 1,100 1,300 350 500 3,850

Ⅲ　モデル地区の設定と村落天然資源管理計画Ⅲ　モデル地区の設定と村落天然資源管理計画Ⅲ　モデル地区の設定と村落天然資源管理計画Ⅲ　モデル地区の設定と村落天然資源管理計画 (VNRMP)

(a)　モデル地区の設定

以上に述べた森林復旧事業計画には未だ現地適用上未確立な部分が多く、その解決方策の一環

として、調査地域の平均的立地条件を備え、地域に共通する問題・需要を抱える特定地区を選定

して導入技術の実証検討を行い、その成果と教訓を調査地域全体の長期的対策実施に反映させる

必要がある。このため、調査地域に共通して見られる普遍的立地条件を持ち、展示効果が期待で

きる数千 ha規模の地区を選定基準とし、ゾーン B内に 3.8千 ha のモデル地区を設定した。この

地区を対象に住民の意向及び生活、土地利用の現状を調査した結果を踏まえ、環境保全と住民生

活改善の効果が期待できるモデル地区としての天然資源管理計画を検討、提案した。
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(b)　村落天然資源管理計画

天然資源管理と言っても地区内の残存資源は荒廃、枯渇しているためその修復が先決である。

本計画では村民が指導者の助言を得ながら計画を立て、行政機関からの支援を仰いで計画した事

業を実施に移す際の青写真とする。計画に適用すべき主要工種コンポーネントを下表に示す。

主要工種コンポーネント 事業の対象・内容

1. アグロフォレストリーの普及 技術指導、苗畑造成管理、関連農法の改善

2. (早生樹種、在来樹種) 村落林の造成 薪材林、河畔保護林、丘腹斜面保護林

3. 既存荒廃林の修復・更新 墓地林、戸別薪材林、並木、侵食防止用竹林

4. 生計向上活動の改良・振興 既存の養蜂、ほろほろ鳥飼育、商品野菜栽培

5. 生活改善普及啓蒙活動 カマドの改良による薪消費節減、村外訪問

6. 村落天然資源管理組織の育成 住民の組織化・育成、持続的活動機能の訓練

Ⅳ　モデル地区におけるパイロット事業Ⅳ　モデル地区におけるパイロット事業Ⅳ　モデル地区におけるパイロット事業Ⅳ　モデル地区におけるパイロット事業

モデル地区において短期的に着手すべき緊急度の高い、また着手が比較的容易な事業の仕組み

を提示する必要がある。このため、地域内各村での村落天然資源管理計画の策定にあたり、見本

として参考に供し得るパイロット事業計画を策定した。上表に示した主要コンポーネントを地区

内で事業を必要とする 24 村について実施するための手順、技術、資機材、組織化、指導体制な

どを含む計画を示し、その演示試行を通して調査地域全体への普及の手掛かりとする。

Ⅴ　対策実施にあたっての留意点Ⅴ　対策実施にあたっての留意点Ⅴ　対策実施にあたっての留意点Ⅴ　対策実施にあたっての留意点

今一つの根本問題はブランタイヤ市の薪炭消費需要であり、BCFP 事業により薪炭供給は増加

しているものの、都市人口の膨張による需要増大に周辺からの供給が需要を満たすことができず、

この調査地域の北部から隣の Mwanza 県にかけて木炭の原料である在来種立木が急速に消滅しつ

つある。マ国にとってすでに代替燃料の開発対応が必要な時期が到来しており、この問題の抜本

的解決無しには最大の都市に隣接し、都市の影響を直接受ける当地域の環境保全の持続は難しい。

また、この地域の内外を問わずマ国農村地域では非政府支援組織やドナーによる様々な支援事

業が行われ、調査地域内では世銀の融資による丘腹への薪材林造成、USAID の支援によるアグ

ロフォレストリーの試験導入などが実施されている。他方、地元農村、地方政府機関も事業の誘

致に積極的であり意欲的である。反面、援助依存の体質が住民と行政側の両面で生じており、真

の環境改善に必要不可欠な地元の自助努力実践の態度が生活に追われるなかで薄れつつある。

従って、意欲と実践力とをいかに結び付け得るかが改善達成の鍵となると考えられる。

住民参加による事業の実施と共同利用資源の管理を円滑、効果的、持続的に進めることは行政

単独の努力のみでは相当難しく、現地行政組織の指導・行動力も微弱である。従って、地元の事
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情に明るい非政府組織等既存の支援機関も並行活用する取り組みが必要となろう。開発途上国共

通の問題である縦割り行政のため省庁間の連携活動が少なく、地域開発の実施に当たっては連絡

調整機関の構築などを通じて相互連携を強化する必要がある。

＜流域保全についてのマ国天然資源＜流域保全についてのマ国天然資源＜流域保全についてのマ国天然資源＜流域保全についてのマ国天然資源・環境省に対する提言＞・環境省に対する提言＞・環境省に対する提言＞・環境省に対する提言＞

調査結果から推論される次の諸点について、今後、マ国政府が当該地域の流域保全及び地域住

民のために実施することが望ましいと考える内容をここに提言する。

1. 天然資源天然資源天然資源天然資源・環境省を中心とした環境対策機構の設置・環境省を中心とした環境対策機構の設置・環境省を中心とした環境対策機構の設置・環境省を中心とした環境対策機構の設置

国民の共通資産とも言える天然資源が人口圧力増大に伴って急速に破壊・収奪され荒廃し、

その復元には破壊・収奪期間の何倍もの時間を要する。これを放置しておけば生活基盤が崩

壊し、社会不安が増大して地域社会の存続が困難となる。この緊急性に鑑み、早急にマ国天

然資源・環境省を中心とした対策機構を設け、長期・抜本的な対策を検討・実施すべき段階

が到来している。この対策機構における保全対策の検討に当たっては国内の環境支援団体、

国際機関、内外の非政府組織などを加え、幅広い技術的、資金的及び戦略的方法論について

意見交換を行うことを提案する。

2. 各関係省庁間の連携各関係省庁間の連携各関係省庁間の連携各関係省庁間の連携

資源及び自然環境の荒廃は生活苦から止むなく地域住民自らが行った破壊行為に起因する。

従って、失われた自然や資源を蘇生させるには加害者である地域住民自らの自覚と対策への

参加が不可欠であり、また行政・支援側としては貧困の軽減策及び環境保全観念の導入定着

化への支援が望まれる。これには環境部門以外に教育、産業、司法など広範な部門での生活

全般にわたる各分野での目標設定、普及活動が必要となる。このため、行政所掌区分を超越

した対策検討の枠組み、たとえば、各省庁関係官が構成員となる地域復興対策連絡会議の組

織による連携を提案する。

3. 長期的人口対策の検討及び実施長期的人口対策の検討及び実施長期的人口対策の検討及び実施長期的人口対策の検討及び実施

調査地域内の土地利用動向、人口動態から判断してすでに土地資源が扶養し得る限界以上に

人口が増加している一方、国の北部では未だ過疎状態にある。各地域間で均衡の採れた長期

的、広域的な人口対策を検討、実施することが望ましい。

4. 代替エネルギーの開発代替エネルギーの開発代替エネルギーの開発代替エネルギーの開発

同時に、長期的な代替エネルギーの開発置換なしに、膨張を続ける都市人口の薪炭消費を成

り行きに任せて置けば木質資源の枯渇と裸地化の進行に歯止めが掛からない。都市住民を対

象の中心に据え、国内に賦存する石炭資源などの活用による光熱用代替エネルギー対策の検

討に直ちに取り掛かるよう提案する。
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5. 農業生産資材の安定供給農業生産資材の安定供給農業生産資材の安定供給農業生産資材の安定供給

調査地域住民は自給自足農業に依存している。一方、環境破壊が進行し農業生産上の立地条

件が年々悪化の一途を辿るなか、農業生産資材の値上がりが自給達成、商品作物生産に大き

な制約となっている。この対策として、国内に賦存する燐灰石資源の活用やアグロオレスト

リーを通じた窒素供給を関係各省庁合同事業として推進するよう提案する。
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第第第第 1章　調査の概要章　調査の概要章　調査の概要章　調査の概要

1.1　調査の背景　調査の背景　調査の背景　調査の背景

マラウイ国（以下マ国）の国土面積の 25.3％を占める森林は国民の日常生活の基盤として生活

に不可欠な薪炭、建材及び食料の一部を供給しつつ生活に役立っている。しかしながら、近年森

林は人口圧の増加の影響を受けて荒廃し続けている。森林破壊は本調査地域をはじめ大都市周辺、

人口密度の高いマ国の南部地域で著しく進行している。特に、土壌侵食は人口増加の続く本調査

地域内の裸地化が開墾及び不適切な耕作方式など土地の過度な利用によって加速しつつあり、シ

レ川及びその支流の河床に大量の堆積物を生じている。その結果、侵食のために表土が流亡した

農地で土地の肥沃度の低下を招くに止まらず、Nkura ダムの有効貯水量が半減して発電に支障を

及ぼし、さらには都市用水を含む将来の水資源開発計画にも影響を与える可能性が生じている。

シレ川中流域における土壌侵食状況は英国国際協力局により調査されているが、その調査対象

面積は 73万 5千 haと具体的な軽減対策を樹立するにはあまりにも広大であり、また調査結果は

住民参加を通じた環境保全のための対応策を含んでいない。マ国政府は Blantyre 市薪炭材供給プ

ロジェクト（BCFP）など、国際協力に基づく長期対策に着手しているが、環境保全の根本的対

策は未だ確立されていない。

こうした状況の下で、マ国政府は 1998 年 6 月我が国に対しシレ川中流域における森林復旧計

画策定のための開発調査の実施を要請した。この要請を受け、国際協力事業団（JICA）は 1999

年 3月に事前協議のための事前調査団を派遣し、同年 3 月 18日にマスタープランに係る S/W 及

びM/Mを締結した。

1.2　調査の目的　調査の目的　調査の目的　調査の目的

JICA は下記の調査地域において荒廃した流域の復旧／保全を目的とした森林復旧のためのマ

スタープラン調査を実施する。この調査でモデル地区１ヵ所を選定し、その地域内住民による天

然資源管理計画のための詳細調査を実施する。

この調査の最終目標はつぎの 3点に要約される。

(1) シレ川の支流である Lunzu ~ Lirangwe川の流域約 67千 haについて荒廃退化した流域の森林

復旧計画の策定のためのマスタープラン調査を行う。

(2) マスタープラン調査の結果に基づき調査地域内に選定したモデル地区１ヵ所において村落天

然資源管理計画の策定に係る詳細調査を行う。

(3) マスタープラン調査及びモデル地区における詳細調査の実施を通じカウンターパートに対し

調査方法、手順及び計画樹立の考え方に関する技術移転を行う。
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1.3　調査地域　調査地域　調査地域　調査地域

調査地域はシレ川の支流である Lunzu～Lirangwe 川の流域界を外周とし、5 万分の１地形図上

での図測面積は約 67 千 ha であり、関係 TA は９区に及ぶ。これらの TA 中 7 区は Blantyre 県に

所属し、２区はChiradzulu県に属する。調査地域は南緯 15°27′～15°48′、東経 34°53′～ 35°

10′に位置し、標高は海抜 380～1,610 m にわたる。調査地域の標高及び雨量分布は典型的な東

高西低型を示し南東部で多雨高標高、西北部で寡雨低標高かつ乾燥気候の植生が卓越する。

調査地域内に居住する住民の主な職業は天水に依存し石礫の多い丘の中腹を耕作する自給自足

農業である。そのほか、わずかながら Dambo と称する低湿地において通年作付けされる dimba

（低地畑）に野菜あるいはサトウキビなどの商品作物を栽培する農家や、平坦で石礫も無く灌漑

可能な調査地域面積の 8%を占める土地を私有し、タバコ栽培あるいは畜産を行っているエステー

トにおいて賃金労働に従事する者がある。調査地域内に残存する樹冠の地表被覆率は２％強と推

定され、樹木の分布は地域面積の１％以下を占める植林地、戸別薪炭林及び村落の墓地に限定的

に見られる。

1.4　調査の基本的考え方　調査の基本的考え方　調査の基本的考え方　調査の基本的考え方

調査の本来の目的は土壌侵食を受けている区域及びその被害程度の確認及び流域内の効果的か

つ持続可能な侵食防止・軽減対策の樹立にある。調査地域内の人口圧の恒常的増加が環境劣化を

招き薪炭の自家消費と販売によって広大な面積が裸地化している一方、私有地であるエステート

には未だ見事な天然植生が温存されている。この環境問題の解決は燃料消費をいかに最小限に抑

えるか、どのように薪炭を自己生産するか、自己の作物畑から、いかに土壌流亡を食い留めるか

を考えて行かなければならない。このため、本調査では次世代に遺し得る社会資産としての住環

境をどう保全して行くべきかを住民に考えさせる手がかりを見い出すよう努力する。また、本調

査では土壌侵食を最小限に留め、村落内で失われた植生被覆を蘇生させるための有用技術、アグ

ロフォレストリーの実施及び植林事業に住民を参加させるにあたっての効果的方策を検討する。

この調査においてはゾーニングを通して現状問題点の所在を明らかにし、それらに対処する短、

中、長期的対策を関係住民が実施すべきマスタープランの内容項目として提案する。マスタープ

ラン調査の結果に基づきモデル地区を選定し、薪炭の生産及び環境保全の目的で住民に利用でき

る資源を十分に活用するための村落天然資源管理計画を提案する。

1.5　調査の構成　調査の構成　調査の構成　調査の構成・内容・内容・内容・内容

第１次調査においては調査地域全体を対象とし、自然、社会、経済の現況及び土壌侵食を含む

流域の荒廃状況、林業、農業その他の産業、林産物需給状況を把握し、地域内のゾーニングを行っ

て各ゾーンの性格を明確にし、問題点を抽出してマスタープランとしての流域保全対策を提案し

た。さらに、その中からモデル地区の候補地を選定した。第２次調査では地区面積 1,000 ~ 5,000 ha

（5 ～ 20 ヵ村程度）のモデル地区１ヵ所を選定し、地区内の自然、社会、経済の現況及び土壌
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侵食を含む流域の荒廃状況、林業、農業その他の産業、林産物需給状況を詳細に把握し、問題点

を抽出し、環境改善に対する住民の意向を探り、地域全体の環境保全・復旧のモデルとなる荒廃

地の復旧対策、土壌・水保全対策、薪の自給確保対策、生計向上対策を樹立、提案してその実現

の可能性を確認した。
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